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　住宅の耐震性能を向上させるリフォーム工事をする際にご
利用できる融資です。耐震リフォーム工事とあわせて行う
修繕・模様替え工事費用等も融資対象となります。満６０
歳以上の方は毎月の支払いを利息のみとする「高齢者向
け返済特例」をご利用できます。

　満60歳以上の方向けの住宅ローンです。住宅のリフォー
ムや建築・購入等をする際にご利用できます。毎月のお支
払いは利息のみであり、元金については、お申込みされた
お客さま全員が亡くなられたときに相続人の方から一括し
てご返済いただくか、担保物件（住宅および土地）の売却
によりご返済いただきます。

■リ・バース６０

■耐震リフォーム融資

図2

大
地
震
は
他
人
事
で
は

あ
り
ま
せ
ん

　

2
0
1
6
年
の
熊
本
地

震
を
は
じ
め
と
し
て
、
北

海
道
胆
振
東
部
地
震
、
大

阪
府
北
部
地
震
、
福
島
県

沖
地
震
と
全
国
各
地
で
大

地
震
が
頻
発
し
て
お
り
、

こ
の
1
年
だ
け
で
も
震
度

5
弱
以
上
の
地
震
が
10
回
以
上
発
生
し

て
い
ま
す
。

　

富
山
県
で
の
大
地
震
と
い
う
と

1
8
5
8
年
の
飛
越
地
震
ま
で
さ
か
の

ぼ
り
ま
す
が
、
隣
県
で
中
越
地
震
、
能

登
半
島
地
震
、
中
越
沖
地
震
と
続
け
て

発
生
し
て
お
り
、
能
登
半
島
地
震
の
際

に
は
約
7
0
0
棟
も
の
住
宅
が
全
壊
し

ま
し
た
。

　

富
山
県
は
、
1
9
8
1
年
の
新
耐
震

基
準
導
入
以
前
に
建
築
さ
れ
た
建
物
の

耐
震
化
を
図
り
、
建
物
の
安
全
性
向
上

を
目
的
と
し
た
耐
震
改
修
促
進
計
画
を

作
成
し
て
い
ま
す
。
そ
の
中
で
住
宅
の

耐
震
化
率
を
2
0
1
3
年
の
72
％
か

ら
、
2
0
2
5
年
ま
で
に
90
％
へ
引
き

上
げ
る
こ
と
を
目
標
と
し
て
い
ま
す
。

2
0
1
8
年
の
住
宅
・
土
地
統
計
調
査
の

結
果
か
ら
推
計
し
た
富
山
県
の
住
宅
耐

震
化
率
は
約
80
％
で
、
順
調
に
推
移
し

て
き
て
い
ま
す
が
、
全
国
平
均
の
87
％

に
比
べ
高
い
水
準
と
は
言
え
ま
せ
ん
。

　

呉
羽
山
断
層
帯
を
は
じ
め
、
富
山
県

内
や
隣
県
に
も
い
く
つ
も
の
活
断
層
が

あ
り
、
そ
れ
ら
を
震
源
と
す
る
地
震
が

発
生
し
た
場
合
、
県
内
に
大
き
な
被
害

が
想
定
さ
れ
ま
す（
図
1
）。
そ
こ
で
、
建

物
の
状
況
や
国
の
地
震
研
究
の
成
果
を

踏
ま
え
、
被
害
想
定
調
査
を
行
い
、
地

震
防
災
対
策
を
進
め
た
場
合
の
被
害
の

軽
減
効
果
を
予
想
し
て
い
ま
す
。
国
の

地
震
調
査
研
究
推
進
本
部
に
よ
る
と
、

呉
羽
山
断
層
帯
の
30
年
以
内
の
地
震
発

生
確
率
は
ほ
ぼ
０
〜
５
％
で
す
。
過
去

の
大
地
震
発
生
前
に
示
さ
れ
て
い
た
発

生
確
率
は
阪
神
・
淡
路
大
震
災
が
0
・
02

あなたの住まいは大丈夫？
～大地震に備えて、富山県は住宅耐震化を支援いたします～

〜
８
％
、
熊
本
地
震
が
０
〜
0
・
9
％
で

あ
り
、
そ
れ
と
比
較
す
れ
ば
決
し
て
安

心
な
状
況
で
は
な
い
こ
と
が
わ
か
り
ま

す
。
富
山
県
内
で
も
大
地
震
は
い
つ
起

き
て
も
お
か
し
く
な
い
の
で
す
。

　

呉
羽
山
断
層
帯
で
地
震
が
発
生
し
た

場
合
、最
大
で
建
物
の
全
壊
が
約
９
万

棟
、死
者
が
約
４
千
２
百
人
、負
傷
者
が

約
２
万
１
千
人
発
生
す
る
と
想
定
さ
れ

て
い
ま
す
。
住
宅
の
耐
震
化
率
が
目
標

の
90
％
に
達
し
た
場
合
に
は
、人
的
被

害
が
半
減
す
る
と
見
込
ま
れ
て
お
り
、

よ
り
一
層
の
耐
震
化
を
推
進
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す（
図
2
）。

住
ま
い
の
耐
震
化
を

支
援
い
た
し
ま
す

　

富
山
県
で
は
木
造
住
宅
の
耐
震
診
断

お
よ
び
耐
震
改
修
を
支
援
し
て
い
ま
す

（
図
３
）。

　

対
象
に
該
当
す
る
住
宅
で
あ
れ
ば
県

が
費
用
の
約
９
割
を
負
担
し
、
実
質
的

な
自
己
負
担
が
２
千
円
〜
６
千
円
で
耐

震
診
断
を
受
け
て
い
た
だ
く
こ
と
が
で

き
ま
す
。

　

残
念
な
が
ら
、
耐
震
診
断
結
果
が
よ

く
な
く
と
も「
費
用
負
担
が
大
き
い
か

ら
」と
耐
震
改
修
を
実
施
し
な
い
方
が

多
く
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す
。
富
山
県
の

住
宅
は
全
国
と
比
べ
て
規
模
が
大
き
く

（
平
成
30
年
住
宅
土
地
統
計
調
査
：
持
ち
家
延
べ
面

積　

全
国
1
1
9・
9
1
平
方
メ
ー
ト
ル
、
富
山
県

1
7
0
・
8
0
平
方
メ
ー
ト
ル〈
全
国
第
１
位
〉）、

そ
の
分
耐
震
改
修
の
費
用
も
高
額
に

な
っ
て
し
ま
う
傾
向
は
確
か
に
あ
る
と

考
え
ま
す
。

　

ま
た
、
市
町
村
と
連
携
し
て
、
皆
様

の
自
己
負
担
を
軽
減
し
、
住
ま
い
方
や

予
算
に
応
じ
た
耐
震
改
修
の
工
法
を
選

択
で
き
る
よ
う
に
、「
１
階
の
み
を
耐
震

化
す
る
部
分
改
修
」、「
主
要
な
居
室
の

み
を
標
準
の
1
・
5
倍
に
耐
震
化
す
る
部

分
改
修
」、「
住
宅
全
体
を
ま
ず
は
耐
震

基
準
の
７
割
程
度
の
強
度
に
引
き
上
げ

る
簡
易
改
修
」を
補
助
対
象
に
追
加
し

ま
し
た（
図
４
）。

　

ご
自
身
の
命
を
守
る
た
め
に
、
古
く

か
ら
の
お
宅
に
お
住
ま
い
の
方
は
是
非

と
も
耐
震
改
修
を
ご
検
討
く
だ
さ
い
。

安
全
・
安
心
な

住
ま
い
づ
く
り
へ

　

令
和
２
年
８
月
に
、
富
山
県
や
市
町

村
及
び
建
築
関
係
団
体
と
住
宅
金
融
支

援
機
構
が
連
携
し
、
県
内
の
住
宅
耐
震

化
を
促
進
す
る「
富
山
県
住
宅
耐
震
化
促

進
協
議
会
」が
設
立
さ
れ
ま
し
た
。
県

民
の
笑
顔
・
活
力
を
生
み
出
す
基
盤
は

「
安
全
で
心
豊
か
な
住
ま
い
」で
あ
り
、

豊
か
で
快
適
な
住
生
活
を
営
む
こ
と

で
、
県
民
の
明
日
へ
の
活
力
の
源
と
な

り
ま
す
。
富
山
県
住
宅
耐
震
化
促
進
協

議
会
は
、
こ
れ
か
ら
も
関
係
団
体
の
連

携
を
よ
り
深
め
な
が
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
が

持
つ
ノ
ウ
ハ
ウ
、
強
み
を
活
か
し
て
、

住
宅
の
耐
震
化
を
促
進
す
る
様
々
な
活

動
を
展
開
し
て
い
き
ま
す
。

住まいの耐震診断について

自己負担額は、住宅規模などに応じて
県が9割負担
2,000円～ 6,000円

耐震改修の工事費について支援します。耐震診断の結果、
耐震性が不十分な場合

最大100万円まで補助
部分的・簡易的な改修も補助対象となります。

住まいの
耐震改修について

図4 補助の対象となる工事

2階
Iw1.0以上
1階

Iw1.0以上

①建物全体（1階、2階）を Iw値1.0以上に改修

1階
Iw1.0以上

2階

②1階（全体）だけをIw値1.0以上に改修

1階

2階
居間・寝室等
Iw1.5以上

③1階の主要居室だけをIw値1.5以上に改修 ④建物全体（1階、2階）をIw値0.7以上に簡易改修

2階
Iw0.7以上
1階

Iw0.7以上

※昭和56年6月に耐震基準が見直され、それ以前に着工した住宅に被害が多く発生しています。
昭和56年5月以前に着工した木造住宅は、耐震診断を受けましょう！

図3

※住宅金融支援機構は、この他にも、全期間固定金利の住宅ロー
ン「フラット35」や、耐震性の高い住宅を建てる際に「フラッ
ト35」の借入金利を一定期間引き下げる「フラット35」Sで、
良質な住宅普及を支援しています。

住宅金融支援機構から融資制度のご案内

お問い合わせ先

●耐震診断支援に関するご相談
　（一社）富山県建築士事務所協会 076-442-1135

●耐震リフォーム融資に関するご相談
　住宅金融支援機構 北陸支店 地域連携グループ 076-233-4254
   9:00 ～ 17:00（土日祝日・年末年始を除く）●耐震改修支援に関するご相談

　各市町村建築主務課又は富山県土木部建築住宅課 076-444-3356 ●リ・バース６０に関するご相談
　住宅金融支援機構【リ・バース６０】ダイヤル 0120-9572-60
　9:00～ 17:00（土日祝日・年末年始を除く）

●耐震改修等の設計・工事に関する一般的なご相談
　とやま住宅相談所 076-441-6312

【富山県住宅耐震化促進協議会 構成団体（令和４年２月28日現在）】
富山県、富山市、高岡市、魚津市、氷見市、滑川市、黒部市、砺波市、小矢部市、南砺市、射水市、舟橋村、
上市町、立山町、入善町、朝日町
（一社）富山県建築士事務所協会、（公社）富山県建築士会、（一社）富山県建築組合連合会、
（一社）富山県優良住宅協会、（一社）富山県住宅宅地協会、（公社）日本建築家協会北陸支部富山地域会、
（一社）富山県建設業協会、（一財）富山県建築住宅センター、（独）住宅金融支援機構北陸支店
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詳しくはこちら▶
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融資
詳しくはこちら▶
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